
第48回

マンション管理セミナー

－第2部－

外部管理者による第三者管理方式



（国土交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 令和6年度マンション政策小委員会の公表資料より転記）

【考え方】

・従来どおり理事会を設け、組合員の

うちから、理事長（管理者）および

役員全員（理事、監事）を選任。

・役員の選任を含め、最終的な意思決

定機関は総会。



（国土交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 令和6年度マンション政策小委員会の公表資料より転記・一部編集）

理事長以外の理事の一部に外部専門家を選任する場合

【考え方】

・従来どおり理事会を設け、組合員の

うちから、理事長（管理者）を選任。

・外部専門家を、役員の一人（理事又

は監事）として選任。

・役員の選任を含め、最終的な意思決

定機関は総会。



（国土交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 令和6年度マンション政策小委員会の公表資料より転記・一部編集）

理事長に外部専門家を選任する場合

【考え方】

・従来どおり理事会を設け、組合員の

うちから、理事長（管理者）を選任。

・外部専門家を、理事長として選任。

・その他役員（理事又は監事）で外部

理事長を監視する。

・役員の選任を含め、最終的な意思決

定機関は総会。



（国土交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 令和6年度マンション政策小委員会の公表資料より転記・一部編集）

管理会社が管理者となる第三者管理方式

【考え方】

・管理会社を区分所有法上の管理者とし

て選任し、理事会は設けないパターン。 

・区分所有者からは監事を選任して監視

するとともに、全区分所有者で構成す

る総会が監視するものであり、総会の

役割は重要。

・監査法人等の外部監査を義務付ける

ことが望ましい。





（続き）



（続き）



（続き）















2．韓国における委託管理方式の例



マンション学（日本マンション学会） 第60号 p.142より転記



3．当NPOが提案する委託管理方式
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（国土交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 令和6年度マンション政策小委員会の公表資料より転記・一部編集）

理事長以外の理事の一部に外部専門家を選任する場合

【考え方】

・従来どおり理事会を設け、組合員の

うちから、理事長（管理者）を選任。

・外部専門家を、役員の一人（理事又

は監事）として選任。

・役員の選任を含め、最終的な意思決

定機関は総会。



第35条（役員）

管理組合に次の役員を置く。

 一 理事長

 二 副理事長 ○名

 三 会計担当理事 ○名

 四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○名

 五 監事 ○名

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、（組合員のうちから） 選任し、又は解任する。

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事のうちから選任し、

又は解任する。

第35条関係 コメント

① 管理組合は、建物、敷地等の管理を行うために区分所有者全員で構成される団体であることを踏まえ、役員の
資格要件を、当該マンションへの居住の有無に関わりなく区分所有者であるという点に着目して、「組合員」
としているが、必要に応じて、マンション管理に係る専門知識を有する外部の専門家の選任も可能とするように
当該要件を外すことも考えられる。

                                  （中略）

④ 役員として意思決定を行えるのは自然人であり、法人そのものは役員になることができないと解すべきである。
外部専門家として役員を選任する場合であって、法人、団体等から派遣を受けるときも、同様に、当該法人、
団体等から指定された者（自然人）を選任することが一般的に想定される。

（以降、略）

国交省マンション標準管理規約（単棟型） 



4．大規模修繕工事などの進め方
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修繕元請業者C

設計監理方式
管 理 組 合

業者選定 (修繕元請業者が主体となる)
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シナジー方式
管 理 組 合

業者選定 (修繕業者が主体となる）
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NPOマン管協会

修繕業者Ａ 修繕業者B 修繕業者C



5．その他 （ITの利用とＤＸ化）







6．その他 （新聞報道など）
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